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Ⅰ ファンドの運用状況

１.

(1)資産内訳 （百万円未満切捨て）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

(2)設定・交換実績 （千口未満切捨て）

千口 千口 千口 千口

(3)基準価額

口当り基準価額

百万円 百万円 百万円 円

２．会計方針の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 有・無

② ①以外の変更 有・無
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Ⅱ 中間財務諸表等

ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ ３０連動型上場投資信託

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第 14期

(平成 28年 7月 15 日現在)

第 15 期中間計算期間末

(平成 29年 1 月 15 日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 144,825,011 90,709,662

株式 2,460,753,170 4,385,790,050

派生商品評価勘定 - 4,436,568

未収配当金 3,982,300 5,938,600

差入委託証拠金 8,893,500 451,500

流動資産合計 2,618,453,981 4,487,326,380

資産合計 2,618,453,981 4,487,326,380

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 137,376 -

未払金 251,870 -

未払収益分配金 106,303,551 -

未払受託者報酬 1,014,854 1,329,389

未払委託者報酬 2,174,638 2,848,653

未払利息 195 235

その他未払費用 28,938 37,924

流動負債合計 109,911,422 4,216,201

負債合計 109,911,422 4,216,201

純資産の部

元本等

元本 3,242,054,668 4,827,845,868

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △733,512,109 △344,735,689

（分配準備積立金） 64,227 64,227

元本等合計 2,508,542,559 4,483,110,179

純資産合計 2,508,542,559 4,483,110,179

負債純資産合計 2,618,453,981 4,487,326,380

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第 14 期中間計算期間

自 平成 27 年 7月 16 日

至 平成 28 年 1月 15 日

第 15 期中間計算期間

自 平成 28 年 7月 16 日

至 平成 29 年 1月 15 日

営業収益

受取配当金 85,805,997 43,875,155

受取利息 42,545 -

有価証券売買等損益 △1,484,113,323 661,052,399
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派生商品取引等損益 △18,481,976 14,870,768

その他収益 45 37

営業収益合計 △1,416,746,712 719,798,359

営業費用

支払利息 - 17,183

受託者報酬 3,003,946 1,329,389

委託者報酬 6,436,962 2,848,653

その他費用 85,780 37,940

営業費用合計 9,526,688 4,233,165

営業利益又は営業損失（△） △1,426,273,400 715,565,194

経常利益又は経常損失（△） △1,426,273,400 715,565,194

中間純利益又は中間純損失（△） △1,426,273,400 715,565,194

一部交換に伴う中間純利益金額の分配額又は一部交

換に伴う中間純損失金額の分配額（△）
- -

期首剰余金又は期首欠損金（△） 426,210,634 △733,512,109

剰余金増加額又は欠損金減少額 45,203,162 -

中間一部交換に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額
45,203,162 -

剰余金減少額又は欠損金増加額 - 326,788,774

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額
- 326,788,774

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） △954,859,604 △344,735,689

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 株式

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、市場価格のある有価証券についてはその最終相場(計算日

に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場)で評価しております。

先物取引

取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。

２.費用・収益の計上基準 受取配当金

受取配当金は、原則として配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を

計上しております。

有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

派生商品取引等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引におけ

る名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取

引の市場リスクの大きさを示すものではありません。

４.その他 当ファンドの中間計算期間は、平成 28 年 7 月 16 日から平成 29 年 1 月 15 日まで

となっております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第 14期

平成 28年 7月 15 日現在

第 15 期中間計算期間末

平成 29 年 1 月 15 日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数 １. 中間計算期間の末日における受益権の総数

4,072,933 口 6,065,133 口

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規 ２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規
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定する額 定する額

元本の欠損 733,512,109 円 元本の欠損 344,735,689 円

３. 計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の額 ３. 中間計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の

額

1口当たり純資産額 615.91円 1 口当たり純資産額 739.16円

(100 口当たり純資産額) (61,591 円) (100 口当たり純資産額) (73,916 円)

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第 14 期中間計算期間

自 平成 27 年 7 月 16 日

至 平成 28 年 1 月 15 日

第 15 期中間計算期間

自 平成 28 年 7 月 16 日

至 平成 29 年 1 月 15 日

該当事項はありません。 １.追加情報

平成 28 年 1月 29日の日本銀行による「マイナス金利

付き量的・質的金融緩和」の導入発表後、国内短期金

融市場では利回り水準が低下しております。この影響

により、利息に相当する額を当ファンドが実質的に負

担する場合には受取利息のマイナスまたは支払利息と

して表示しております。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第 14期

平成 28年 7月 15 日現在

第 15 期中間計算期間末

平成 29 年 1 月 15 日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額 １．中間貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評

価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。

２．時価の算定方法 ２．時価の算定方法

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

おります。

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、（その他の注記）の ２

デリバティブ取引関係に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

おります。

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、（その他の注記）の ２

デリバティブ取引関係に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

（その他の注記）

１ 元本の移動

第 14期

自 平成 27 年 7月 16 日

至 平成 28 年 7月 15 日

第 15 期中間計算期間

自 平成28 年 7月 16 日

至 平成29 年 1月 15 日

期首元本額 8,599,996,736 円期首元本額 3,242,054,668 円

期中追加設定元本額 0 円期中追加設定元本額 1,585,791,200 円

期中一部交換元本額 5,357,942,068 円期中一部交換元本額 0円

２ デリバティブ取引関係

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

種類

第 14期(平成 28年 7 月 15日現在) 第 15期中間計算期間末(平成 29年 1 月 15 日現在)

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）うち 1 年

超

うち 1 年

超

市場取引

株価指数先物取引

買建 44,949,600 － 44,820,000 △137,376 90,751,500 － 95,202,000 4,436,568

合計 44,949,600 － 44,820,000 △137,376 90,751,500 － 95,202,000 4,436,568
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（注）時価の算定方法

１先物取引

国内先物取引について

先物の評価においては、取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはございません。


